
鳥取市創生総合戦略　施策評価一覧表 資料２

☆１　総合企画委員による外部評価について
　　　・20名の委員をひとづくり7名、しごとづくり6名、まちづくり7名に分け、評価を実施。※担当以外の分野に評価をいただいた方も有り。

　　　・内部評価の結果等を踏まえ、Ａ～Ｄで施策を評価。特に関心のある施策があれば、担当分野に関わらず、評価や「特記事項」欄へご意見を記入いただいている。
　　　・評価は、最も多い評価を評価結果として採用。なお、評価結果が同数の場合は、低い評価結果を採用している。

＜Ｈ３０委員評価区分＞

☆２　取組状況の概要

☆３　各施策のKPI評価状況（基本目標を除く）

60％～79％

1％～59％

※未評価：4 ※未評価：4

☆４　主な課題と取組方針

0%

0%

100%

17

0

115

　　◆KPIでは、「放課後児童クラブ数（№２７）」、「シルバー人材センター派遣事業受注件数（№.７２）」、「国際観光客サポートセンター利用者数（№９４）」など３３項目で
       目標を達成。本年度の総合戦略の改訂において、施策内容及びKPIなどの見直しを行う。

15%

42%

17%

⑤評価対象外

10%

2%

100%

20

11

2

115

③やや遅延

④遅延

　　◆取組は全体として概ね順調である。（既に達成あるいは順調：71％）

62

36

割合

54%

31%

件数達成率区分

100%以上

80％～99％

件数

33

49

内部評価区分

①達成

②順調

Ｄ

合計

割合

29%

評価区分

①出生数の減少、死亡数の増加による人口減少
・合計特殊出生率の低下（1.６６（Ｈ2７年）→1.４5（Ｈ2９年））
・少子化進行の歯止めには至っていないことから、結婚支援施策をより推進するとともに、企業の働き方改革を推進し、子育てしやすい職場環境づくりを進めていくことが必要。

②若者定住
・10代後半から20代の転出超過数は、平均すると横ばい傾向（▲567人（Ｈ27年）→▲530人（Ｈ30年））にあるが、地域や産業を支える若者の流出に歯止めをかけ、

　　若者定着やＵＪＩターンを推進するための更なる取組が必要。
③人手不足の解消
　・雇用情勢の改善に伴い今後も深刻化が予想される人手不足を解消するため、人材確保、人材育成、生産性向上の一体的推進が必要。

上記課題に対応するための効果的な施策を市民、団体、企業、教育機関などが一体となり、また因幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏を構成する各町と連携し取り組んでいく。

目標を大きく下回っており、その要因の分析と施策の見直しが必要である。

A

B

C

D

評価の内容

計画以上に進捗しており、十分評価できる。今後も継続して施策の推進に努めてほしい。

ほぼ計画通りに進捗しており、一定の評価はできる。今後も計画以上の進捗に向け施策の推進に努めてほしい。

目標をやや下回る要因の分析を要する。今後の進め方を再度検討する必要がある。

合計

外部評価区分

Ａ

Ｂ

Ｃ
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１．基本目標の進捗と評価

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

ひとづく
り

1 合計特殊出生率
1.55
（平成25年）

1.8（平成32年）
2.07（平成42年）

※平成29年鳥取市の合計特
殊出生率1.45

ー

しごとづ
くり

2
５年間の正規雇用創造
目標数

１，２０３人
（平成26年度）

5,000人以上
3,315人（累計）
（H３０年度：
622人）

達成率
約66.3％

③やや
遅延

ハローワーク鳥取管内の有効
求人倍率が平成27年7月か
ら連続で１倍を超えている状
況より、雇用創造数は年々鈍
化している。平成30年度よ
り「鳥取市経済成長プラン」
を策定し、労働力確保に向け
た施策を進めることとしてい
る。

経済雇用・戦略課 C
◆雇用流出は若者の流出防止。移住
促進のため、最重要課題として取り
組んでほしい。

しごとづ
くり

3
５年間の企業誘致数
（補助事業指定企業件
数）

20件
（平成26年度）

75件以上 73件（累計）
達成率
約97%

②順調

　本年度の誘致実績は1件で
あったが、複数の交渉中案件
もあり、早急に誘致に結び付
けたい。
　また、地元製造業において
は労働生産性向上に向けた積
極的な設備投資をし、本市補
助事業を活用されて　いる。
　今後も、経済情勢や企業
ニーズに対応した支援策にシ
フトさせながら積極的な企業
支援を行っていく。

企業立地・支援課 A

◆誘致した企業が早々に撤退するこ
とがないようフォローをお願いした
い。
◆企業誘致は重要だが、地場産業の
生産性向上への取り組みも必要。

4 移住定住者数
200世帯351人
（平成26年度）

1,100世帯2,000人以
上

1,009世帯
1,465人

達成率
約73％

③やや
遅延

●移住相談に合わせて雇用
（職業紹介）についても同時
に対応できる体制を整える。
●鳥取市だけではなく、麒麟
のまち圏域（県東部・但馬）
による大きな枠でも横の連携
を図りながら事業展開するこ
とで効果的な移住定住の取り
組みに繋げる。
●官民連携による回帰戦略連
絡会等において、雇用対策や
Ｕターン者就職活動交通費支
援事業等の取り組みについて
検証・改善（ＰＤＣＡ）を重
ねながら、若者世代の定住策
を一層推進する。

地域振興課 B

◆移住者獲得が激化している中、頑
張っている方ではあると思う。
◆達成のためには、HPやSNS側の
改善と他県他市町村に比べて何かに
特化した取り組みが必要かと考え
る。

5
鳥取砂丘・いなば温泉
郷周辺の観光入込客数

289万人
（平成26年）

320万人
観光・ジオパーク
推進課

まちづく
り

未確定　※県：1.61
（市町村分は12月公表予定）

現時点で判明してないため評価対象外

具体的な施策
現状 目標

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

7月ごろ、県より発表予定 現時点で判明してないため評価対象外
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Ⅰ　次世代の鳥取市を担う’ひとづくり’の施策の進捗と評価

（１）教育の充実・郷土愛の醸成

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

6
協働事業件数:128件
(H25実績)

協働事業件数:175件
協働事業件数：
145件

達成率
約83%

②順調

達成率は順調に伸びている。
本市の制度や支援のあり方
が、より地域の実情に即した
ものとなり、市民と行政との
協働のまちづくりが前進する
よう、引き続き取り組みを進
める。

協働推進課 A -

7 ー
まちづくり協議会事業
推進に係る参加者:150
人

まちづくり協議会
事業推進に係る研
修参加者：158人

達成率
約105%

①達成

目標を達成できた。今年度
は、地域組織に関わる方たち
に現状の課題把握とこれから
の地域組織のあり方を考えて
いただく契機として「参画と
協働のまちづくりフォーラ
ム」を開催したところ、参加
者に好評価を得た。今後も情
勢にあった研修テーマを設定
し、継続して取り組む。

協働推進課 A

◆実際、地域とともに推進していく
のは実務担当者になるので、研修会
の対象をそこにした点は良いと思
う。今後も継続して、実務担当者を
研修会の対象に入れていただきた
い。

8

結婚や家族をもつこと
の素晴らしさを学ぶ妊
娠・出産・子育てに対
する教育の実践

－ 実施中学校数:17校
実施中学校数:17
校

達成率100% ①達成
全中学校で保育実習等を実施
済。今後も取組を継続。

学校教育課 A

◆結婚する、できる事が当たり前の
時代ではないからこそ、子ども達の
心に響く授業をしてほしい。
◆赤ちゃん先生などの活用推進をぜ
ひ！

9

アンケート肯定評価
割合
小学校5～6年
:90％(H26実績)

アンケート肯定評価割
合
小学校5～6年:95％

「魅力ある学校づ
くり」を肯定的に
思う児童の割合
（小学校）：
90.1％

達成率
約95％

②順調

課題が複雑化する昨今の状況
を踏まえると、学校と地域の
協力、幼・小・中の連携は今
後一層重要になる。本市の重
点施策でもあり、一層の拡充
を考えている。

学校教育課 A

◆「ふるさとを思い、志をもつ大
人」が地域にどれだけいるか。地域
の大人の思いを伝える授業交流が
あっても良いのではないか。
◆海・山・川、自然に育まれる学童
の推進など期待。

10

アンケート肯定評価
割合
中学校1～3年
:85％(H26実績)

アンケート肯定評価割
合
中学校1～3年:90％

「魅力ある学校づ
くり」を肯定的に
思う生徒の割合
（中学校）：
88.0％

達成率
約98％

②順調

課題が複雑化する昨今の状況
を踏まえると、学校と地域の
協力、幼・小・中の連携は今
後一層重要になる。本市の重
点施策でもあり、一層の拡充
を考えている。

学校教育課 A -

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

まちづくり協議会等の
コミュニティ活動を通
した「協働」の取組に
よる人材の育成

鳥取市モデルの小中学
校兼務教員の配置によ
る「ふるさとを思い、
志をもつ子」の育成を
めざした特色ある中学
校区の創造に向けた取
組

郷土愛を
育む教育
の推進
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

11

小中学校、地区公民館
等における山陰海岸ジ
オパークを生かした出
前講座、学習会等の支
援

出前講座・現地研修
参加者数
:7,274人
 (H26実績)

出前講座・現地研修参
加者数:
10,000人

校外学習・出前講
座、現地研修参加
者：
7,540人

達成率
約75％

③やや
遅延

H30年度はビジターセン
ターオープンに伴い、旧ジオ
パークセンターが仮設、閉館
していた時期も影響してい
る。
来年度以降は、これまで鳥取
県へ依頼していた出前講座等
も参加者としてカウントして
いたので見直す。今後は、市
が支援している校外学習の支
援と公民館等への出前講座の
参加者を指標とし、ジオパー
クの推進に努めていきたい。

観光・ジオパーク
推進課 B -

12
小中学校の施設改善
による優れた教育環
境の充実

●空調設置率:34.0％
※設置教室571/全教
室1677
●トイレ洋式化
率:40.3%
※様式トイレ976/和
洋トイレ2423（Ｈ
30）

●空調整備に係る計画
作成
●トイレ洋式化率:43%
（Ｈ30～）

①小・中・義務教
育学校普通教室へ
の空調整備に係る
計画を作成した。

②トイレの洋式化
率 41.4％

洋式1,001
和式1,417

①100％

②９６％

①達成

②順調

学校空調機器や資材不足に対
応するためには、速やかに設
計を行い、いち早く機器等を
発注することが必要となる。
　機器発注や人員の確保は業
者側が行うが、市としても、
学校と連携をはかり、速やか
な事業進捗に努めたいと考え
ている。
また、トイレ洋式化について
も着実に進めていく。

教育総務課 A
◆トイレ洋式化と共に「音姫」設置
も進めてほしい。（水道量削減、ト
イレに対するイメージアップ）

13
次世代を見据えた地域
創造学校やICTの活用、
英語教育の推進

実施小中学校数:6校
(H26実績)⇒
地域創造学校運営協
議会（コミュニ
ティ・スクール）設
置校数:27校(H29)

実施小中学校数:10校⇒
地域創造学校運営協議
会（ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ）設置
校：58校(H30～）

実施小・中・義務
教育学校５７校

達成率
約98％

②順調

多くの学校がコミュニティ・
スクールに移行した。しかし
ながら、地域学校協働本部の
設置・拡充、学校と地域と協
働の部分では、課題がみられ
る。また、小学校英語の教科
化やプログラミング教育の導
入を踏まえ、ＩＣＴを活用す
るなどし取り組みをますます
拡充する必要があると考えて
いる。

学校教育課 A ◆英語教育は専門教師（外部）に託
す方向はいかがか？

14
グローバル人材の育成
に向けた中学生の海外
派遣

－ 中学生派遣人数:２０人
中学生派遣人数：
20人

達成率100% ①達成

本事業に参加した中学生に
とって、言葉・文化・民族が
異なってもお互いを尊重し合
うことの素晴らしさ、相手の
ことを考えて思いやりの気持
ち、積極的にコミュニケー
ションをとることの大切さな
どを学ぶ経験は、大きく成長
するための貴重な契機となっ
た。引き続き、さらに実効性
のあるものとなるように工夫
し、これからの鳥取を担う子
どもたちが、この学びの経験
を生かし、夢や希望を持って
成長できる取組にしていきた
いと考える。

教育総務課 A
◆過去の参加者も含めた交流事業を
実施し、派遣人材の経験を本人のさ
らなる資質向上へつなげていただき
たい。

（外部評価）総合企画委員（内部評価）
担当課

郷土愛を
育む教育
の推進

次世代を
見据えた
特色ある
教育の推
進

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

15
市内の大学や企業と連
携した学卒者の雇用創
出と市内就職率の向上

鳥取大学・公立鳥取
環境大学市内就職者
数:103名(H24～26
平均)

鳥取大学・公立鳥取環
境大学市内就職者
数:540名以上
(5か年累計)

鳥取大学
（１０１人）
公立鳥取環境大学
（３２人）

市内就職者数：
１３３人

累計：523人

達成率
約97％

②順調

◆公立鳥取環境大学について
は、今年度市内就職者数が増
加したのは、今回卒業者にお
ける県内出身者の割合が多い
ことが要因の一つと考えられ
る。設置者として、大学に対
する第２期中期目標（H30
～36年度）において、県内
入学率目標を２５％、県内就
職率目標を30％としてお
り、市としても引き続き地元
企業・圏域自治体とともに連
携した取組を進めていくこと
としている。
◆鳥取大学COC＋事業にお
いて、県内就職率の最終目標
を35.4％(H31)としてお
り、産学金官連携により引き
続き人材確保推進事業などに
取り組むこととしている。

政策企画課
経済・雇用戦略課 A -

16

看護学生を対象とした
支援制度の創設等によ
る看護師の市内医療機
関等への就職支援

―
鳥取市医療看護専門学
校卒業生の70%の市内
医療機関等への就職

卒業生５２名
就職希望者４６名
市内就職２６名
就職希望者の内市
内就職率　56.5%

達成率
約８１%

②順調

就職希望者に占める市内医療
機関等への就職率は目標に届
かなかったものの、市立病院
においては平成29年度以降
募集人数を上回る応募が寄せ
られるようになるなど、当該
専門学校開設の効果はあると
考える。

保健医療福祉連携
課 A -

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

次世代を
見据えた
特色ある
教育の推
進
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（２）結婚・出産・子育て支援

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

新たな出
会いの創
出と結婚
支援

17

「すごい！鳥取市婚活
サポートセンター」や
まちづくり団体による
出会い創出から結婚に
至るトータルサポート
の実施

－
成婚数：６０組（5カ年
累計）

成婚数：１５組
達成率
約25％

④遅延

エリア拡大したメリットを生
かし、会員数の拡大や関係団
体との連携を図るとともに、
参加者アンケートの分析によ
るニーズに合った出会いの場
の提供及びフォローアップの
充実を図る。
さらに、きめ細かいフォロー
アップを継続していくことに
よって、成婚数の増加につな
げる。

政策企画課 B

◆年々成婚数が増えつつある。サ
ポートセンターに登録・参加されて
いる方は結婚の意志がある方なの
で、丁寧かつ確実に成婚に結び付け
るよう今後も努力が必要。

18 妊産婦相談率:100% 妊産婦相談率:100%
妊婦の相談割合：
9９％

達成率９９％ ②順調

妊娠期に出会い、妊婦の不
安、悩みを受け止め、相談に
応じることで継続した支援の
出発点とすることができる。
今後も適切で継続した支援を
実施するために事業を継続す
る。
来所しなかった妊婦に電話が
通じにくい場合があるが、必
要に応じて訪問するなとコン
タクトを取るようしていきた
い。

中央保健センター A -

19
妊産婦の支援:全妊産
婦の2割
(H26実績)

妊産婦の支援:全妊産婦
の2割

妊産婦の支援：
全妊産婦の
29.0％

支援を必要と
する妊産婦の
支援率：
100％

①達成

29年度から丁寧に面談を行
うことで、継続した関わりを
もつ妊婦の対象が広がり増加
した。妊娠期には電話がつな
がらない等相談が実施できな
かったケースもあったが、産
後の家庭訪問は全数に実施で
きている。妊娠期から、支援
が必要な方を把握し、新生児
期や乳幼児期の子どもを持つ
家庭へのサポートを効率的か
つ確実に実施（訪問、電話連
絡）するために今後も事業を
継続する。

中央保健センター A -

20
乳児一時預かり:20件
(H26実績)

乳児一時預かり:60件
乳児一時預かり件
数：５６件

達成率
約9４％

②順調

　妊産婦等の支援ニーズに応
じ、妊娠から出産、子育て期
までの切れ目のない支援を包
括的に行い、安心して妊娠・
出産・育児が行える環境を整
え、子育てを支援していく。

こども家庭相談セ
ンター A -

21
母子ショートステ
イ:1組(H26実績)

母子ショートステイ:6
組⇒20組（R１～）

母子ショートステ
イ利用組数：
16組

達成率
約267％

①達成

　妊産婦等の支援ニーズに応
じ、妊娠から出産、子育て期
までの切れ目のない支援を包
括的に行い、安心して妊娠・
出産・育児が行える環境を整
え、子育てを支援していく。

こども家庭相談セ
ンター A -

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

妊娠・出
産への包
括的支援

妊産婦等の支援ニーズ
に応じた
・全妊産婦の相談
・妊産婦の支援(訪問含
む)
・乳児一時預かり
・母子ショートステイ
・産後デイサービスの
開設

6 / 31 ページ



中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

22

妊産婦等の支援ニーズ
に応じた
・産後デイサービスの
開設

産後デイサービスの
開設：

２か所（Ｈ３０）

産後デイサービスの開
設：
1か所⇒２か所（Ｈ30
～）

産後デイサービス
の開設：
2か所（21件）

達成率
１００％

①達成

　妊産婦等の支援ニーズに応
じ、妊娠から出産、子育て期
までの切れ目のない支援を包
括的に行い、安心して妊娠・
出産・育児が行える環境を整
え、子育てを支援していく。

こども家庭相談セ
ンター A -

23
特定不妊治療助成対
象者:176人
(H26実績)

治療費助成を継続し、
子どもを産み育てる環
境づくりを進めます。

特定不妊治療費助
成実人員：20７人

要件を満たす
申請者への助
成率：100％

②順調

今後とも子どもを産み育てる
ための経済的負担の軽減を図
ることを目的として、継続し
て実施していく。

中央保健センター A -

24
一般不妊治療助成対
象者:69人
(H26実績)

治療費助成を継続し、
子どもを産み育てる環
境づくりを進めます。

一般不妊治療費助
成実人員：
９0人

要件を満たす
申請者への助
成率：100％

②順調
市民が安心して子どもを産み
育てる環境を確保するために
継続実施する。

中央保健センター A -

25 －
治療費助成を継続し、
子どもを産み育てる環
境づくりを進めます。

不育治療等費助成
実人員：7人

要件を満たす
申請者への助
成率：100％

②順調

今後とも子どもを産み育てる
ための経済的負担の軽減を図
ることを目的として、継続し
て実施していく。

中央保健センター A -

26

駅南庁舎への保健所設
置を踏まえた保健医
療、健康子育て機能と
連携した総合支援拠点
の形成

－ 駅南庁舎整備

2018年（平成30
年）9月に設計業
務委託契約を締
結。相談室等諸室
の配置、数量等に
ついて関係所属の
意見を聴取し実施
設計中。

－ ②順調 引き続き設置準備を進める。
保健医療福祉連携
課 A -

27
待機児童ゼロの継続を
見据えた民間参入によ
る地域型保育園の開園

地域型保育園開園
数:2園
(H26までの実績)
⇒地域型保育事業所
数:2か所(H26)

地域型保育園開園数:6
園
（5か年累計）
⇒地域型保育事業所
数：11か所（5か年累
計）（Ｈ30～）

地域型保育園開園
数：なし
合計：１１園
（外１園休園）

達成率100% ①達成

地域型保育園１１園の開園が
整った。今後は保育の必要量
を勘案しながら、保育士確保
等により園児の受け入れ体制
を整えていく。

こども家庭課 A -

28

放課後児童クラブ・放
課後子ども教室による
児童の健全な発達の促
進

放課後児童クラブ
数:47
(H26までの実績)

放課後児童クラブ数:57
⇒71（R１～）

児童クラブ設置
数：６２箇所

達成率等
約109％

①達成

授業終了後の児童預かり要望
は依然多く、放課後児童クラ
ブの役割は大きい。今後入級
児童の増加に伴う開設場所確
保は急務であり、加えて分割
クラブ等では保護者会運営の
負担が大きく、運営団体の確
保が必要となる。適宜、小学
校、保護者会等と分割・拡充
協議を行うことで、事業を継
続していく必要がある。
また、放課後児童クラブ支援
員等の確保と就労意欲向上を
図る必要がある。

学校教育課 A -

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

妊娠・出
産への包
括的支援

不妊治療及び不育症治
療等の治療費一部助成
（保険適用外分）

待機児童
ゼロの継
続と子育
てサービ
スの充実
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

29
放課後子ども教室数:
３
(H26までの実績

放課後子ども教室数:3
放課後子ども教室
設置数：３箇所

達成率100% ①達成

現在開設している校区で継続
して開設すると共に、放課後
児童対策事業が未実施の校区
で、必要性や地域性を考慮し
開設を検討する。また、午前
授業5時間制の導入校等では
放課後児童クラブと連携した
子ども教室を検討する。

学校教育課 A -

30 －

放課後児童クラブ・放
課後子ども教室の連携
型または一体型サービ
ス実施箇所数:3か所

放課後児童クラ
ブ・放課後子ども
教室連携型設置
数：2箇所

達成率
約67％

③やや
遅延

継続して放課後児童クラブと
連携した子ども教室を検討す
る。

学校教育課 B -

31
利用者延べ
延長保育: 77,347人
(H26実績)

延長保育・一時預かり
　保護者が希望する児
童の受入に対応した
サービスの提供を行い
ます。

②順調

仕事と子育ての両立が図られ
るよう引き続き実施してい
く。
利用者数実績は下回っている
ものの延長保育を希望する者
の受け入れはできている。

こども家庭課 A -

32
利用者延べ
一時預かり:4,603人
(H26実績)

延長保育・一時預かり
　保護者が希望する児
童の受入に対応した
サービスの提供を行い
ます。

②順調

利用人数の減少は3歳未満児
が顕著であり、保育所等への
入所者の増加が要因である。
仕事と子育ての両立が図られ
るよう引き続き実施してい
く。

こども家庭課 A -

33
利用者延べ
休日保育:381人
(H26実績)

休日保育:450人⇒900
人（Ｈ30～）

休日保育利用人
数：727人

達成率等
80％

②順調

利用人数実績は前年度を下
回っているものの休日保育を
希望する者の受入れは、概ね
できている。
引き続き、仕事と子育ての両
立が図られるよう事業を実施
していく。

こども家庭課 A -

34

利用者延べ
病児病後児保
育:1,561人
(H26実績)

病児病後児保育:3,100
人

病児・病後児保育
利用人数：2,918
人

達成率
約94％

②順調

子育て支援に必要な事業であ
り、継続して取り組んでい
く。
30年度は、連携中枢都市圏
域内での取組みとするよう、
実施に向けた条例整備や協議
を行った。

こども家庭課 A -

35
ショートステイ延べ
日数:631日
　(H26実績)

ショートステイ延べ日
数:700日

ショートステイ
延べ日数
564件

達成率81％ ②順調

保護者の養育支援や児童の健
全育成が図られる環境を確保
するため、これまでの制度を
継続するとともに、多様化す
る利用者のニーズに合わせた
制度について検討を行ってい
く。

こども家庭相談セ
ンター A -

待機児童
ゼロの継
続と子育
てサービ
スの充実

病児・病後児保育、保
護者疾病時等の児童の
生活支援及び保護者の
勤務に対応した保育の

実施

（外部評価）総合企画委員

放課後児童クラブ・放
課後子ども教室による
児童の健全な発達の促
進

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

利用者延べ
延長保育：87,138人

一時預かり利用人数：3,814人
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

36
トワイライトステイ
延べ日数:103日
　(H26実績)

トワイライトステイ延
べ日数:
150日⇒200日（Ｈ
29～）⇒230日（R１
～）

トワイライトステ
イ延べ日数：213
日

達成率
約107％

①達成

保護者の養育支援や児童の健
全育成が図られる環境を確保
するため、これまでの制度を
継続するとともに、多様化す
る利用者のニーズに合わせた
制度について検討を行ってい
く。

こども家庭相談セ
ンター A -

37 －

児童の日中一時預かり
延べ日数：
50日⇒100日（Ｈ29
～）

平日日帰りステイ
述べ日数
78日

達成率78％
③やや
遅延

保護者の養育支援や児童の健
全育成が図られる環境を確保
するため、これまでの制度を
継続するとともに、多様化す
る利用者のニーズに合わせた
制度について検討を行ってい
く

こども家庭相談セ
ンター B -

38
第3子以降保育
料:1/3

第3子以降保育料:無料 ①達成 継続実施する。 こども家庭課 A -

39
同時在園の2人目保育
料:1/2
(H27.4月)

同時在園の2人目保育
料:1/5

①達成 継続実施する。 こども家庭課 A -

40
小児特別医療費助成の
18歳までの実施

対象年齢：中学生
(15歳年度末)
対象者：29,727人
(H27.3月)

対象年齢：18歳（年度
末）
対象者：35,331人

対象者の年齢（上
限）:18歳

達成率100% ①達成

医療機関窓口で支払う負担が
少額になることによって医療
費への意識が薄くなりがちな
ことから、引き続き適正受診
に対する啓発（ジェネリック
医薬品利用促進等）と併せて
事業を進めていく必要があ
る。

保険年金課 A -

41

地域食堂（こども食
堂）の拡充による健全
な子どもの育成と将来
を見据えた生活・学習
支援

地域食堂（こども食
堂）運営箇所数:4中
学校区(H28)

地域食堂（こども食
堂）運営箇所数:10中学
校区(2か年累計:H30～
H31)

地域食堂運営箇所
数：９中学校区

達成率90% ②順調

目標値に対して実績は概ね達
成できている。地域食堂（こ
ども食堂）の運営箇所は増え
る見込みがあり、引き続き取
組を推進していく。

人権推進課 A
◆事業継続のために行政も食材提供
の働きかけを推進すべきである。
◆無料塾・無料青少年育成活動も希
望。

第３子以降保育料:無料

同時在園の2人目保育料:1/５

担当課
（外部評価）総合企画委員具体的な施策

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）

子育て世帯の保育料の
軽減

待機児童
ゼロの継
続と子育
てサービ
スの充実

病児・病後児保育、保
護者疾病時等の児童の
生活支援及び保護者の
勤務に対応した保育の

実施
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

42
再就職支援のための職
場復帰・キャリアアッ
プ研修の開催

再就職雇用人数：6人
（Ｈ26実績）

再就職雇用人数：
50人⇒130人（Ｈ30
～）⇒300人（R1～）

再就職雇用人数：
198人（平成30
年度：114人）

達成率
約152％

①達成

平成31年1月に鳥取労働局
と締結した雇用対策協定の連
携項目にも本事業を掲げてお
り、引き続き積極的に再就職
支援の取組を進めることを前
提に、目標の見直しを進め
る。KPI達成のため次年度よ
り見直しを行う。
（130人⇒300人）

経済・雇用戦略課 A -

43

ワーク・ライフ・マネ
ジメントセミナーの開
催と広報啓発による更
なる考え方の普及促進

－
参加事業所数:
50社以上⇒60社以上
（Ｈ30～）

参加事業所
数：５８社

達成率
約97%

②順調

ハローワーク鳥取管内で有効
求人倍率の高い業種にター
ゲットを絞り、対象企業に対
して働き方改革推進アドバイ
ザーが積極的に企業訪問を
行ったことなどにより、多く
の事業所がセミナーに参加し
た。

企業立地・支援課 A -

44
働きやすい職場環境づ
くり

鳥取市男女共同参画
かがやき企業認定
数:29件(H29)

鳥取市男女共同参画か
がやき企業認定数:39件
（Ｈ30～）

認定企業数29件
達成率
74.4％

③やや
遅延

企業の事業規模縮小等による
認定の未更新があり、全体の
認定数が減少した。今後、新
規認定数（案：年間新規５件
程度）など、指標の見直しを
検討したい。

男女共同参画課 B -

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員具体的な施策

働き方改
革の推進
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Ⅱ　誰もが活躍できる　’しごとづくり’　の施策の進捗と評価

（１）地域経済の再生と産業の底上げ

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

45

電力の開発支援及び小
売を実践する市出資会
社の設立等によるエネ
ルギーの地産地消の推
進

－
実施事業:10件⇒15件
(5か年累計）

実施事業：
13件（平成30年
度：1件）

達成率87% ②順調

太陽光発電の2019問題の解
決とエネルギーの地産地消に
資する事業で、新たなビジネ
スモデル確立につながり得る
事業。海外燃料に依存した大
規模集約型のエネルギーシス
テムから地域の需要に合った
小規模分散型のエネルギーシ
ステム確立による地域経済波
及効果や災害耐性向上に向け
て再生可能エネルギー需要や
関連産業の取り込みに向けて
引き続き取り組む。

経済・雇用戦略課 B

◆再生エネルギーの地域消費、自家
消費の仕組みづくりの継続を。
◆もっと推進すべき。
◆中山間地での小水力発電事業の展
開にさらに取り組んでほしい。

46

特産品のブランド化・
高付加価値化の推進と
新たな加工食品開発な
ど食品加工産業の育成

支援事業者:５件
(H2８実績)

支援事業者:３０件
(5か年累計)

支援事業者：24件
（H30：4件）

達成率80％ ②順調

事業者の市場開拓可能性につ
いても聞取りを強化しなが
ら、補助事業を継続してい
く。

企業立地・支援課 B

◆補助金交付後のフォロー、開発商
品の評価、販路拡大、一連の商流支
援が必要。
◆県外での食品加工も目立つ。地場
農林水産物の地元加工で循環型経済
の展開を。

47

環日本海諸国の友好都
市と地元企業との貿易
相談、海外企業との
マッチング等の支援及
び留学生の就職支援、
高度外国人人材の定着
化

マッチング支援件
数：10件
(H26実績)

マッチング支援件数：
400件
(5か年累計)

マッチング支援件
数：324件
（Ｈ30:82件）

達成率
約81%

②順調

最終目標の達成には、1年当
たり平均80件の支援が必要
と考え、支援件数の維持・向
上に努めている。国内市場が
縮小していく中で、引き続き
産学金官が緊密な連携を図
り、より多くの企業が海外展
開や販路拡大を実現できるよ
う中核人材の育成などサポー
ト体制を強化していく。

経済・雇用戦略課 B
◆民間専門機関との連携も必要。
◆環日本海経済連携は山陰発展の礎
となる重点施策としてさらに取り組
みを。

（外部評価）総合企画委員
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

具体的な施策

成長産業
の振興
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

48
産業構造の高度化及び
雇用の拡大につながる
企業誘致等の推進

補助事業指定企業件
数:20件
(H26実績)

補助事業指定企業件
数:75件以上
(5か年累計)

73件（累計） 達成率約97% ②順調

　本年度の誘致実績は1件で
あったが、複数の交渉中案件
もあり、早急に誘致に結び付
けたい。
　また、地元製造業において
は労働生産性向上に向けた積
極的な設備投資をし、本市補
助事業を活用されて　いる。
　今後も、経済情勢や企業
ニーズに対応した支援策にシ
フトさせながら積極的な企業
支援を行っていく。

企業立地・支援課 B

◆誘致企業と地元企業とのビジネス
機会の創出はどれくらいで来ている
のか。
◆人手不足を補う生産性向上が企業
にはより一層求められており、IT等
を活用した生産性支援が重要。

49

誘致企業とのビジネス
マッチングによる地元
製造業の成長分野の新
規参入及び受注拡大の
推進

－ 新規受注件数：10件
新規受注件数：3
件（累計4件）

達成率40％ ④遅延

◆企業支援員を中心として、
地元企業を積極的に訪問し情
報収集に努め、誘致企業と地
元企業との間のビジネスマッ
チングが3件成立するととも
に地元企業間でのマッチング
は12件成立した。
◆近年誘致した企業の操業開
始により、地元企業との新た
な取引の機会が生まれている
ことから、引き続き精力的に
企業を訪問し情報収集するこ
とで、取引成立につなげた
い。

企業立地・支援課 C

◆積極的な行動が成果につながる。
PDCAをしっかり回すことでさらに
成果は上がると思う。
◆誘致企業の波及効果が十分でない
企業あり。要因分析を要す。
◆生産性向上は、鳥取市経済進展の
重要なポイント。さらにビジネス
マッチングを。

50

商業者等による販売促
進、新商品開発、ニー
ズ調査及び環境整備等
の支援

中心市街地新規開業
数:27店舗
(H26実績)

中心市街地新規開業
数:100店舗(5か年累
計）⇒138店舗（R1
～）

中心市街地新規開
業数１１１店
３０実績１９店

達成率111％ ①達成

リノベーションを行うまちづ
くり事業者に対する投融資制
度を構築。最終目標値は達成
済みだが、事業効果をさらに
高める。KPI達成のため次年
度より上方修正する。

経済・雇用戦略課 A

◆テナントごとの相乗効果が見込め
る施策を出展者ニーズを踏まえ検討
いただきたい。
◆同時に駐車場確保を。
◆新規開業が多い反面、PR不足。買
い物客を中心市街地に戻す工夫を。

51

中小企業等の製品の販
路拡大及び技術競争力
の向上に向けた各種展
示会への参加促進

販路拡大展示会参加
企業支援：16社
（H26実績）※うち
海外出展：5社

販路拡大展示会参加企
業支援：85社
※うち海外出展：25社
（5か年累計）

販路拡大展示会参
加企業支援：14社
（うち海外出
店）：2社
（累計54社）

達成率約64%
③やや
遅延

　補助金交付件数はほぼ横ば
いであるが、今年度は初めて
本制度を活用され出展した企
業が5社あった。制度の周知
が図られつつあり、制度にか
かる問い合わせ件数も増加し
ている。
出展した企業からの報告書に
よると、取引成立が4社で
19件あり、一定の成果を得
られている。
　今後も継続して補助事業を
実施していく。

企業立地・支援課 C
◆さらなる制度の周知を関係機関と
連携し行っていただきたい。
◆展示会等のプレゼンの指導を要
す。

52

新たな道の駅整備と既
存道の駅の拠点化、特
産品開発・販売、観光
周遊の強化による雇用
創出

道の駅利用者
数:874,612人
(Ｈ23～25平均)

道の駅利用者
数:1,500,000人

道の駅利用者数
874,992人

達成率約58% ④遅延
気高道の駅については、令和
元年６月末のオープンを目指
し、事業を推進する。

都市企画課
観光・ジオパーク
推進課

C

◆土日祝日の利用状況、物販売上動
向を分析し、３つの道の駅をつなげ
るイベント取組を検討。
◆プレゼン不足感あり。スタッフの
教育の徹底（レベル低い）。

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

商業・
サービス
業等の振
興

工業の振
興

具体的な施策
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

53
農商工連携マッチン
グ支援事業者：21件
（H26までの実績）

農商工連携マッチング
支援事業者：125件
（5か年累計）

農商工連携マッチ
ング支援事業者：
92件（うち
H30：23件）

達成率約74%
③やや
遅延

継続支援も必要だが、多くの
事業者に活用してもらえるよ
う、ニーズに合わせた各支援
を行うとともに、コーディ
ネートにあたっては最終的に
事業者が自立できるよう販売
力の向上と商談会等での販路
開拓のフォローを行ってい
く。

企業立地・支援課 C

◆バイヤーニーズの情報提供も重
要。
◆６次産業の指導要す。
◆市全体でネットも含めた販売戦略
の構築が必要。
◆顧客の話題となるアピール力を。

54
6次産業化取組事例
:２件(Ｈ２６実績)

６次産業化取組事例
25件（Ｈ28）⇒5件
（5か年累計・行政関与
分）（Ｈ29～）

６次産業化取組事
例
H27～30:２件
（H30:0件）

達成率40％
③やや
遅延

生鮮野菜などと共に、6次産
業化商品の加工品の営業や商
談会の開催による取引機会の
提供を行い、バイヤーからの
サンプル発注や、実際に取引
が行われるなど、一定の成果
は出ている。

農政企画課 C
◆当事者間の先進地視察の拡充を！
農家の高齢化で６次産業化は難しい
面もある。

55
鳥取地どり、地域冠米
など推進品目の生産拡
大と品質向上及び販路
拡大・新商品開発

ライスセンター整備
数:1件
(H26実績)

ライスセンター整備
数:1件を維持

ライスセンター整
備数:1件（豊実）

達成率100% ①達成
引き続き、維持に向け、計画
的な支援に努める。

農政企画課 A ◆引き続き支援を希望する。

56
鳥取地どり処理出荷
羽数:7,000羽(H24
～26平均)

鳥取地どり処理出荷羽
数:8,000羽

鳥取地どり出荷羽
数:5,508羽

達成率約79% ②順調

平成30年度および平成31年
度において、県市で連携し、
鶏舎の修繕と食鳥処理技術の
向上を図る研修費用等に支援
を行い、製品率の向上を図
る。

農政企画課 B

◆安定した供給ができる生産体制の
整備支援。
◆ブランド力向上に向けた戦略立案
支援。
◆よりPRの徹底を図ること。

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

農林水産
業の振興

６次産業化の取組及び
農商工連携による高付
加価値加工品の開発・
販売と海外輸出の推進

具体的な施策
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

農林水産
業の振興

57

鳥取地どり、地域冠米
など推進品目の生産拡
大と品質向上及び販路
拡大・新商品開発

－ 推進品目総数:14

推進品目総数：31
品目（きぬむす
め、アスパラ、白
ねぎ、ブロッコ
リー、ハトムギ、
生姜、なす、加工
用スイカ、ほうれ
ん草、トマト、
きゅうり、イチ
ゴ、甘長とうがら
し、たまねぎ、に
んじん、かぼ
ちゃ、小豆、はま
茶、やまのいも、
メロン、ラッキョ
ウ、そら豆、しい
たけ、蜜源レン
ゲ、枝豆、さとい
も、かぼちゃ、日
本梨、柿、菊、ス
トック、テッポウ
ユリ）

達成率
約145％

①達成

国の経営所得安定対策等事業
（交付金）の活用による鳥取
市が推進する品目を水田フル
活用ビジョンに定め、作付推
進を図ることができた。

農政企画課 A -

58

市国際経済発展協議会
と連携した
・高値販売の輸出ルー
トの確保
・輸出専門の農業法人
の設立支援
・県外からの輸出企業
の受入支援

－

取引契約社数:
10社⇒13社（Ｈ30
～）⇒１７社（R１～）
（5か年累計）

取引契約社数:１4
社（Ｈ30実績：2
社）

達成率
108%

①達成

今後は、農林畜産業を起点
に、産業間・地域間の垣根を
超え、自由で新しい発想によ
る新たな価値を付与し、高価
格で取引される商品やサービ
スを生み出す6次産業化の取
組を地域商社などの組織を活
用して加速させる必要があ
る。ＴＰＰや日欧経済連携協
定の発効などグローバルなビ
ジネス環境の変化も踏まえ、
発展協議会の体制も活用しな
がら積極的に支援することで
海外展開・販路拡大などの新
たなビジネスチャンス創出し
ていく。KPI達成のため次年
度より見直しを行う。（1３
社⇒１７社）

経済・雇用戦略課 A -

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

59

農産物を活用し商品開
発・確保を行う企業と
大規模農家・JA等との
マッチングの実現

－

大手企業とのマッチン
グ件数:
3件⇒5件（Ｈ30～）
（5か年累計）

大手企業等との
マッチング件数：
7件
(H30：1件八芳
園)

達成率60% ②順調

取引につながる効果的な商談
会の開催による結果である。
また、商談会に臨むための商
品ＰＲの方法などを学ぶセミ
ナーを開催した効果もあり、
目標を達成した。

農政企画課 B -

60
狩猟者登録数:407人
(H26までの実績)

狩猟者登録数：
420人⇒500人（Ｈ
30～）

狩猟者登録数：
485人

達成率
約97％

②順調

◆被害、捕獲頭数とも前年度
を大きく上回っており、対策
の検討（侵入防止柵の効果的
な設置方法の普及、管理方法
の徹底、捕獲効率のアップ）
を行い、被害防止を図る。
◆狩猟者不在地域や、市街地
での出没等へは鳥獣被害対策
実施隊による捕獲を図る。
◆ジビエ肉の利活用は、距離
的制限などもあり、今後も検
討を継続。
◆県の制度も活用し、若手狩
猟者の育成を図る。

農政企画課 B
◆鳥取ジビエのブランド化の継続し
た取組を望む。

61
ニホンジカ捕獲頭
数:700頭
(H26実績)

ニホンジカ捕獲頭
数:800頭

ニホンジカ捕獲頭
数：
1,550頭

指定管理：
466頭
有害捕獲：
1,084頭

達成率
約221％

①達成

◆対策の検討（侵入防止柵の
効果的な設置方法の普及、管
理方法の徹底、捕獲効率の
アップ）を行い、被害防止を
図る。
◆捕獲講習会等により、捕獲
技術の向上を図るとともに、
指定管理鳥獣捕獲等制度を活
用し、更なる個体数調整を図
る。

農政企画課 A ◆捕獲→解体・加工→流通の安定し
た仕組み確立のための課題把握。

62
バイオマス燃料等に活
用できる木材素材搬出
量の増加と雇用の創出

木材素材搬出
量:38,000㎥
(H26実績)

雇用創出数:6人⇒29人
（R１～）
木材素材搬出
量:55,000㎥

雇用創出数23人
（6人増）
木材素材搬出量：
43,764ｍ３

・雇用創出数
達成率
約383％
・木材搬出量
達成率
約80％

・雇用
①達成
・木材
②順調

間伐材搬出量の増加に伴い、
林業従事者の雇用が増加した
ものと考える。
また、三洋製紙バイオマス発
電プラントが平成29年1月
本格活動し、更なる木材素材
搬出量の増加が必要となる。

林務水産課 A

◆需要に対する供給体制の整備を雇
用が増加しているこのタイミングで
できることを速やかにやっていただ
きたい。
◆林業を成長産業と位置づけ、所得
向上による従事者のさらなる増加
を。

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

農林水産
業の振興 鳥獣の適切な個体数管

理やジビエ肉の利活用
体制の強化
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

63

人工知能(AI)やIoTを活
用したスマート農業
等、次世代農業の導入
による農業経営の安定
化

次世代農業実施経営
体:0件

次世代農業実施経営
体:2件(2か年累計:H30
～Ｈ31)

②順調

ドローンの飛翔をセミナーで
実施するなど、普及活動の効
果が少しずつ現れてきてい
る。
今後は、引き続き普及活動を
行っていくとともに、スマー
ト農機等を導入する際の支援
を検討していく。

農政企画課 B ◆幅広く情報収集した上で、農家に
合った支援を。

64

(株)地域商社とっとり
を核とした農林水産
品等の地域資源のブ
ランド化・高付加価
値化による販路拡大

取引契約件数:30件
(H29)

●取引契約件数:250件
(2か年累計:H30～Ｈ
31)

④遅延

取引に繋げるには、商品ライ
ンナップの多さと、地道な営
業活動が必要である。
地域商社と連携し、麒麟圏域
の商品開発と販路開拓を行っ
ていく。

農政企画課 C
◆継続した連携と、改善すべき点は
共有を。
◆セールスバイヤーの再教育（積極
性の欠如）

65

(株)地域商社とっとり
を核とした農林水産
品等の地域資源のブ
ランド化・高付加価
値化による販路拡大

取引契約件数:30件
(H29)

●新規商品開発数:20個
(2か年累計:H30～Ｈ
31)

④遅延

ただ商品を作るだけではな
く、誰に売っていくか、どこ
で販売するかなど、販売戦略
を熟考した商品開発が必須で
あり、商品開発には時間を要
するもの。

農政企画課 C ◆担当課と同感。

農林水産
業の振興

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

スマート農業実施経営体：1件
（ドローン導入）

商談会による取引件数：14件

新商品開発数：3個
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（２）人材の確保と育成協会

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

66
・
67

商工会議所等と連携し
た起業者に対する基金
制度の創設

－

セミナー参加者：１５
０人
（5か年累計）
⇒投資額:60,000千円
(2か年累計:H30～
H31)　30,000千円/
年
⇒融資実行
額:135,000千円(2年
累計:H30～H31)
H30:45,000千円
H31:90,000千円

投融資制度の運用
開始

達成率０％ ②順調
投融資は、相談案件が複数存
在し、実運用が期待される、

企業立地・支援課 B ◆事業の目利き力が重要。
◆（制度の理解の徹底を）

68
高校生の市内企業見学
会を実施

参加者数:356人
（Ｈ28実績）

参加者数:600人⇒800
人（R1～）

参加者数:716人
達成率
約119％

①達成

未実施校へ声掛けを行い参加
を促した結果、新たに１校が
参加し、全９校で実施、参加
者数は目標を大きく上回る結
果となった。今後も参加校及
び参加企業の拡大を図ること
を前提にＫＰＩの上方修正を
行う。

経済・雇用戦略課 A
◆様々な企業をまずは目にする機会
を今後も与えていただきたい。
◆今後も積極的な取り組みを。

69

伝統工芸技術の伝承を
目的とした後継者の受
入を行う事業者と研修
者への支援

後継者:4人
(H26実績)

後継者:10人
(5か年累計)

後継者：6人 達成率60％
③やや
遅延

従前の事業内容では研修者の
負担が大きく、新規希望者が
見込めなかったため制度を見
直した。
広く周知し募集するほか、研
修前のサポートやフォローを
行うことが必要。

経済・雇用戦略課 C ◆伝統産業の継承は重要だが、収入
はどうなのか。

70
大学生など若い感性を
取り入れた市民参画活
動の積極的な推進

－
地区公民館等のまちづ
くり事業に参画する大
学生等の受入数:10人

地区公民館におけ
るまちづくり事業
に参加した若者の
受入数：１9人

達成率190％ ①達成

目標を達成できた。今年度
は、参加した大学生の取組成
果を鳥取市公民館研究集会で
自ら発表してもらうことで、
他地区の参考とするととも
に、地域貢献に意欲のある学
生にとって、貴重な体験とす
ることができた。
引き続き、地区公民館、鳥取
大学や公立環境大学と連携し
ながら、若者（大学生等）が
まちづくり活動や地域貢献活
動に気軽に参画できるよう継
続して取り組む。

協働推進課 A -

（外部評価）総合企画委員具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

人材育
成・確保
の推進
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

71

市シルバー人材セン
ターの運営支援による
高齢者の就業機会の確
保と雇用の拡大

市シルバー人材セン
ター会員数
:724人(H26までの
実績)
⇒受託事業受注件
数:5,726件

市シルバー人材セン
ター会員数:
770人
⇒・受託事業受注件
数：6,050件（H30
～）

受託事業受注件
数：5,703件

達成率約94% ②順調

高齢者の意向に応じた臨時
的・短期的な就業機会の提供
を行う（公社）鳥取市シル
バー人材センターは、就業に
よる高齢者の積極的な社会参
加と高齢者の生きがいづくり
を創出し、活力ある高齢社会
と雇用の創出に貢献する中核
的な組織であり、少子高齢化
が進展する中にあっては、市
内企業の人手不足解消のため
にも、引き続き支援を行って
いく必要がある。

経済・雇用戦略課 B ◆人材不足を補う一つとして有効と
考える。

72

市シルバー人材セン
ターの運営支援による
高齢者の就業機会の確
保と雇用の拡大

市シルバー人材セン
ター会員数
:724人(H26までの
実績)
⇒派遣事業受注件
数:16件
   (H26)

市シルバー人材セン
ター会員数:
770人
⇒・派遣事業受注件
数：34件
　　(H30～）
⇒・派遣事業受注件
数：61件
　　(R1～）

派遣事業受注件
数：54件

達成率
約159%

①達成

市内企業の人手不足に伴い、
シルバー人材センターの行う
高齢者活用・地域雇用サポー
ト事業（派遣事業）への需要
は増えている。平成３０年度
に専任職員１名増員できるよ
う補助の見直しを図ったが、
今後も体制強化等について検
討の必要がある。KPI達成の
ため次年度より上方修正す
る。

経済・雇用戦略課 A
◆体制強化と並行して、サービスの
質の向上による付加価値を検討して
もいいと思われる。

73
外国人留学生の市内企
業への就職支援

外国人留学生の国内
就職者の単純平
均:6.1人(H22～Ｈ
28)

外国人留学生の市内企
業新規就職者数:6人
（Ｈ30～）

市内企業新規就職
者:2名

達成率
約33％

③やや
遅延

留学生と企業へのきめ細やか
な支援を継続し、インターン
シップの活性化によって地元
企業の多様な人材の需要度を
高めながら市内企業新規就職
者数の増加に取り組む。

経済・雇用戦略課 C

◆交流を加速させていきましょう。
◆マッチング機会を増加させる方策
の構築が要。
◆外国人材の登用は、今後重要な施
策となる。積極的な取り組みを。
◆職種内容により働ける場合と働け
ない場合があり、もっと外国人留学
生と企業とのつながりが必要。カス
タマーへのPRも必要。

人材育
成・確保
の推進

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

74
市内企業の経営・管理
に係る中核人材の育成

-
サテライトゼミ参加希
望者数:60人(2か年累
計:Ｈ30～H31)

サテライトゼミ受
講数：９名

達成率約15% ④遅延

引き続き本制度の周知を図
り、活用を促すとともに、効
果的なサテライトゼミの企画
を進めていく。

企業立地・支援課 C
◆長期目線に立った企業との連携
を。
◆PR機会を増加させること。

75
日本語学校を中心とし
た市内企業への高度外
国人材の供給

-

市内企業への就職を前
提とした日本語学校入
学者数:20人（Ｈ30
～）
※平成30年度は平成
31年4月開校に向けた
支援を実施

－ －
⑤評価
対象外

　鳥取城北日本語学校による
高度人材供給スキームは市内
外の多くの企業に関心を持っ
ていただいている。
　市内企業にもっと関心を
持っていただくよう積極的な
ＰＲをしていく。

企業立地・支援課 B

◆今後に期待する。
◆外国人研修生の企業訪問機会の構
築。
◆さらに外国人材の養成に向けて取
組みを。

76

クラウドファンディン
グ、創業チャレンジサ
ポートなど起業のまち
「鳥取」創造プロジェ
クトの推進

創業件数(H26実
績):65件
(市関与分)

創業件数:500件
(5か年累計)

創業件数366
H27：125件
H28：89件
H29：88件
H30：64件

達成率約73% ②順調

引き続き、地元の地域全体に
おける起業に対する機運を高
め、居住人口増加、新規創
業・開業数増加、空き家・空
き店舗利活用促進、地元事業
者・事業所数の維持等を図る
必要がある。
支援内容を、先駆的・独創的
な事業に対して重点支援すべ
く見直しを図ったが、さらに
効果的な支援を行えるよう検
討を図る。

企業立地・支援課 B
◆創業数が減少に転じているように
感じる。
◆起業優遇制度の促進徹底。

77

・とっとりふるさと就
農舎等を通じた新規就
農者の育成確保と就農
定住に対する支援
・生活支援や農地賃借
料・家賃の助成
・機械施設等の整備支
援

新規就農者:9人
(Ｈ26実績)

新規就農者:15人
（5か年累計）

新規就農者16人
（Ｈ30：4人）

達成率107% ②順調

新たな就農者へ第三者継承の
推進と認定農業者の認定に向
けて、引き続き支援を継続し
ていく。

農政企画課 A -

新規創
業・就農
等の充実

人材育
成・確保
の推進

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員
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Ⅲ　にぎわいにあふれ安心して暮らせる　’まちづくり’　の施策の進捗と評価

（１）ふるさと・いなか回帰の促進

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

78

定住促進・Uターン相談
窓口及び移住定住相談
員による相談体制、情
報提供の充実等

移住定住者数：200
世帯　351人
（H26実績）

移住定住者数：
1,100世帯 2,000人
以上

移住定住者数
1,009世帯
1,465人

達成率
約73％

③やや
遅延

●引き続き「首都圏・関西圏
移住定住相談員」の配置によ
り、大都市圏での移住希望者
の獲得に繋げる。（着任から
１年以上が経過したことか
ら、今後の事業展開など効果
的な取り組みについて相談員
から提案を求める。）
●若者をターゲットとした移
住強化を図るため、首都圏・
関西圏相談員と県立ハロー
ワーク・本庁地域振興課と連
携した就職に関する情報提供
や積極的な発信に努める。

地域振興課 B

◆達成率は78％はすごいと思う。関
係者の努力が実ったものと思われ
る。
◆26年度より5年間達成率の右肩上
がり、評価できる。
◆2,352世帯3,657人の定着率は？
◆競争激化の中、達成率73％は評価
できる。
◆オンライン上での必要な情報の提
供量を増やすべきだと思う。
◆職場でもIターンで鳥取に来られた
方がいる。子育てと雇用のバランス
の問題が決め手となるのでは？

79
半農半Xなど里山におけ
る多様なライフスタイ
ルの提案

移住定住者数：200
世帯　351人
（H26実績）

移住定住者数：
1,100世帯 2,000人
以上

移住定住者数
1,009世帯
1,465人

達成率
約73％

③やや
遅延

【地域振興課】
官民連携による回帰戦略連絡
会等における意見を聴収し、
今後の取り組みに反映させる
とともに、当該連絡会主催の
合同相談会においては、成功
者の生の声を届けながら、既
存の支援策等を強力にアピー
ルしていく。

【農政企画課】
支援制度が無い状況である
が、個別の相談に応じ、可能
な支援を行う。

地域振興課
農政企画課 B

◆移住定住者が生活設計できる支援
体制がなければ移住は困難と思う。
◆専業就農後の相談・支援策の充実
が必要。
◆受け入れ企業が少ない中、半農半
×は、限界があるのでは？
◆50％達成率はとても評価できる。
◆受け入れる地域の人の意識と協力
が大切だと思う。
◆農業の場合、郊外の土地を案内す
ることになると思う。半Xを進める
場合、通勤が市街地の場合よりも苦
痛になる可能性も高い。Xを在宅系
ワークにしてはどうだろうか？
◆また、すでに就労VISAを取得して
いる外国人労働者などを農業に限り
受け入れることも放置耕作地を減ら
す策の1つ。
◆現状の半農半Xの方々の意見を取
り入れるべきである。後10年後に
は、半農する方すらいなくなると思
う。

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

人材誘
致・ふる
さと回帰
の充実
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

80

鳥取市無料職業紹介所
によるＵＪＩターン希
望の求職者と市内企業
とのマッチング支援

鳥取市無料職業紹介
所を通じたＵＪＩ
ターン希望求職者の
就職率
:50％（Ｈ28）

鳥取市無料職業紹介所
を通じたＵＪＩターン
希望求職者の就職率
:６0％以上

鳥取市無料職業紹
介所を通じたＵＪ
Ｉターン求職者の
就職率：24％

達成率約40%
（事業開始2
年目）

②順調

平成３０年度より、地域振興
課に無料職業相談所を設置
し、移住定住専任相談員も、
就職相談や就職マッチング支
援を行うことができる体制と
したが、移住定住交流ガーデ
ンでも就職相談や就職マッチ
ング支援が可能となれば、ワ
ンストップサービス対応をと
ることができるようになる。

経済・雇用戦略課
地域振興課 B

◆限られた企業数では、就職達成率
半数に満たないのは、仕方ないが、
総合評価順調とは言えないのではな
いか。
◆相談方法を電話やメールだけでは
なく、オンラインビデオ通話や
チャットでも可能にするのはどうだ
ろうか？（ひやかしも増える為、シ
ステムに注意が必要）
◆ワンストップサービスを目指して
いる点は大いに評価できる。よりう
まく連携するシステムを作ってほし
い。
◆ワンストップサービス対応をとる
ことができるようになったのか知り
たい。

81

Uターン支援登録制度を
活用したふるさと回帰
希望者への定期的な情
報提供

－
登録者数：5,000人⇒
400人（Ｈ30～）
５か年累計

Ｕターン支援登録
制度の登録者数：
２７６人

達成率６９％
③やや
遅延

・３０年度において、運営形
態の見直しや新規事業を導入
しており、伸び率も着実に上
昇していることから、既存の
手法を継続する。
・ふるさとの魅力を呼び起こ
したり再発見していただくた
め、移住相談会等に学生等を
呼び込む仕掛けがあってもよ
い。

地域振興課 C

◆交流情報ガーデンは良い企画だと
思う。
◆登録者が年度ごとに増加している
のは、評価できる。
◆登録者が増えない理由は、本当に
移住を考えている人が必要な情報が
ないことだと感じる。
◆空き家物件情報を充実させたり、
オンライン上で雇用募集状況を気軽
に確認できるようなシステムが必要
だと感じる。
◆登録者さんの就職率と定職率を知
りたい。

82

ふるさと鳥取市回帰戦
略連絡会を通した官民
の情報共有と協働によ
るふるさと回帰体制の
推進

－
官民協働による首都圏
等相談会開催：年4回以
上

官民協働による首
都圏等での相談会
の開催：４回

達成率100％ ①達成

参加者が少ない要因として、
情報を届けたい者へ開催情報
等が行き渡らないことが根本
にあるかと考えるが、情報発
信の在り方について研究する
必要がある。また、開催の日
時や場所も多少影響があると
考える。（会場等を変更して
取り組むことも検討する。）

地域振興課 A

◆開催回数だけでなく、連絡会で発
信する内容の工夫も必要では。
◆どのような会にも通じると思う
が、開催することができても参加者
がないことが課題。周知とニーズが
難しい。
◆参加者を増やす工法の工夫を。
◆「官民協働ができたか？」という
点においては達成できているが、そ
れによる成果があまり感じられな
い。
◆集客方法を考えるのは大変なの
で、集客が見込めるイベントに割り
込ませてもらう方法が一番手っ取り
早いのではないか。例えば、大手企
業が開催する転職イベントやフェス
タ等。
◆民間事業者の方の意見はどうだっ
たか？

人材誘
致・ふる
さと回帰
の充実

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員
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中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

83

県及び周辺自治体と連
携した関西圏の大学へ
の就業案内・田舎暮ら
しのPR

－
説明会開催大学数:
６校以上⇒30校以上
（Ｈ30～）

説明会開催大学
数：20校

達成率67%
③やや
遅延

進学で一度市外へ流出した若
者や田舎暮らしを志向する若
者が、就職を機会に地元へ
帰ってくることを誘導してい
く施策として、引き続き推進
する。

地域振興課
経済・雇用戦略課 B

◆今回、４校減った理由は？
◆ＵＪＩターンも直結する取組だと
思う。推進してほしい。
◆県外の大学へ進学した者を地元へ
帰ってくるように誘導するのは相当
難しいと思う。
◆就農に意欲のある人材育成、農業
高校での説明会の開催は？
◆説明会開催大学の数が減った理由
が知りたい。
◆特に私立大学は就職支援に力を入
れている。就職支援部署とより密に
連絡を取り、具体的な支援制度を打
ち出して若者が興味をもてるような
アピールが必要かと思う。
◆昨年との達成率の違い、説明会の
具体的な内容が知りたい。

84

移住定住相談員と連携
した県外在住者への情
報発信及び市内大学等
への企業PR

県外からの転入・就
職者数:10人
(H26実績)

県外からの転入・就職
者数:
50人⇒85人（Ｈ30
～）
(5か年累計)

県外からの転入・
就職者数80人
（H30実績：15
人）

達成率
約94％

②順調

これまでの取組に加え、企業
と学校関係者との就職情報交
換会を行った。引き続き、学
生と企業が相互に交流できる
場を設けるなど、効果的な事
業を継続していく。

経済・雇用戦略課 A ◆効果的な事業とはどれか？

85

県外の若者を対象とし
た移住促進のための家
賃補助、就職活動の交
通費支援

移住定住者数:200世
帯351人(H26)

移住定住者数:1,100世
帯2,000人以上
（Ｈ30～）

移住定住者数
1,009世帯
1,465人
◎家賃補助
5世帯13名
◎交通費補助
４件

達成率
約73％

③やや
遅延

交通費補助に関しては、Ｕ
ターン支援登録制度との相乗
効果が期待できる制度であ
り、家賃補助制度とともに本
市がターゲットとしている若
者、子育て世帯の移住を促進
するインセンティブとなりう
る取り組みであると考える。

地域振興課 B

◆定住就労の意欲維持のためにも大
切だと思う。本当に必要な方に届く
といいと思う。
◆今後空き家の増加が考えられる。
空き家情報の把握は必要。
◆移住定住者数の評価は管理番号78
及び79で行っている。ここは家賃補
助と交通費補助の件数で評価すべき
ではないか。

田舎暮ら
し環境の
充実

86
空き家活用の広報・募
集による登録件数の確
保

空き家登録件数:19件
(H26までの実績)

空き家登録件数:50件以
上⇒66件以上（R1
～）
（5か年累計）

空き家登録件数：
57件
（うちH30年度新
規登録：10件）

達成率114％ ①達成
地域団体を活用した空き家運
営業務委託を継続する。

地域振興課 A

◆空き家対策は、地域にとっても課
題である。それぞれのまち協で調査
をすることにより空き家バンク登録
へつながらないか？
◆大切な取組であるが、地域住民に
周知できていないのが残念。
◆引き続き継続をお願いします。

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

人材誘
致・ふる
さと回帰
の充実

具体的な施策
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管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

87
空き家情報の収集、的
確な管理による定住の
促進

空き家運営業務受託
数:１地域
(H26実績)

空き家運営業務受託
数:5地域以上
⇒８地域以上（Ｈ30
～）

空き家運営業務受
託数:４地域２地区
（用瀬・佐治・鹿
野・青谷の各地
域、河原地域/西郷
地区、気高地域/逢
坂地区）

達成率75％
③やや
遅延

移住者にとってはライフスタ
イルに合った住まいの確保、
地域にとっては空き家の解
消・防犯対策など安全安心な
地域づくり・地域及び組織の
活性化など両者にとって良い
循環が生まれている。本市の
ビジョンに合致した取り組み
でもあるため、検証を重ねな
がら事業を継続していきた
い。

地域振興課 B

◆順調に進んでいるみたいで良いと
思う。
◆リノベーション会社の紹介する物
件を登録している点は良いアイデア
だと思うので、負担を軽減んするた
めにもこちらと連携した方が良いと
思われる。
◆試みは良いが、サイトの充実が足
りない。特に写真の点数が少ない、
媒介業者等へのリンク等がなく、物
件から移住に踏み込む入り口になり
にくい。例えば、実際に空き物件を
利用して移住した人の実例などもバ
ナーなどでリンクし、移住を促せる
ような工夫が必要かと思われる。
◆格安の賃貸物件にして暫く住んで
もらい、気に入ったら購入というシ
ステムを導入してはどうか？
◆どのように事業継続を考えている
のか。具体案を知りたい。

88
自然の中で田舎暮らし
が体験できる施設の充
実

お試し体験住宅開設
数:８棟
(H26までの実績)

お試し体験住宅開設
数:13棟⇒11棟

お試し体験住宅開
設数:８棟（平均稼
働率19.2%）

達成率
約73％

③やや
遅延

本市への移住を検討する施設
として需要な役割を担うた
め、事業継続とするが、稼働
率が極端に低い施設の検証を
行い、再設置等の検討を行
う。

地域振興課 B
◆奨励金制度が廃止された割には、
頑張っていると思う。
◆稼働率を高める努力が必要。

89
移住希望者等の交流拠
点となる移住交流情報
ガーデンの開設

移住者交流会の開
催:1回
(H26実績)

移住者交流会の開催:
年4回⇒年9回（Ｈ30
～）⇒年12回（R1
～）

移住者交流会の開
催:1４回（移住者
88名参加）

達成率175％ ①達成

委託事業者と連携を図り、移
住者のニーズを探りながら交
流会のバージョンアップや新
たな取り組みを検討する。

地域振興課 A

◆ガーデンの利用について、移住者
同士の交流に合わせ、市民を巻き込
んだ取り組みはできないでしょう
か？
◆移住者交流会の参加者を多くする
よう努力してもらいたい。

90

移住定住コンシェル
ジュによる住まい、子
育て、仕事などに関す
る情報発信

－

住まい、子育て、仕事
などに関する相談会を
開催：
年12回⇒24回以上
（Ｈ30～）

住まい、仕事、健
康などに関する相
談会：24回開催
（24名参加）

達成率100％ ①達成

門戸を開くことは必要であ
り、工夫を凝らしながら継続
して取り組む。（「子育て相
談会」の取り組みが実施でき
ておらす、他の事業等と絡め
ながら、開催に向けた検討を
進めたい。）

地域振興課 A

◆ガーデンは毎日開設されているの
ではないのでしょうか？相談会開催
24回で24人の参加は、１回１名の
参加でしょうか？会の開催の必要
性、内容等の工夫をお願いします。
（コンシェルジュが相談を受けるこ
とはできないですか？）
◆24回24名は、対面相談のみか？
相談者相互の情報共有も。
◆参加者数が低調になったのはなぜ
か？子育て相談会の取組ができな
かったのはなぜか？
◆参加者を増やす努力を求めたい。

田舎暮ら
し環境の
充実

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員
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（２）交流人口の拡大

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

91

砂の美術館における砂
像の制作及び集客イベ
ント、各種環境整備の
推進

砂の美術館入館者
数:46万人(H26実績)
※第７期展示

砂の美術館入館者数:50
万人
(一展示あたり)

砂の美術館入館者
数：449千人

達成率90％ ②順調

新たな指定管理者による運営
や、国内外への効果的な広報
宣伝などにより入館者数は増
加した。H31年度は、鳥取
西道路の開通に伴い新たな誘
客が期待できる山陽圏域への
プロモーション強化や、指定
管理者のグループ施設と連携
したPRイベントを実施する
など、さらなる入館者数の増
加に向けて指定管理者と連携
し取り組んでいく。

観光・ジオパーク
推進課 B

◆砂の美術館や砂像はすばらしいと
思うが、テーマを変えても一度で満
足し、リピートする人が少ないので
はないか。砂丘でのイベント等砂丘
に足を運ぶような取り組みがあれば
集客は見込めると思う。市民が楽し
める場所であってほしい。
◆鳥取砂丘にあることで、砂丘の魅
力の一つとなっていると思う。大切
にしたい。リピーターが増えるとい
い。
◆砂の美術館の人気度は高いと思
う。宣伝の方法を考えてみてはいか
がか？
◆山陽圏域へのプロモーション強化
や連携したPRイベント実施もいいと
思う。あともう一工夫あるとさらに
良い。

92

ロゴマーク商品造
成:33件
(H26までの実績)
⇒ガイド研修会の参
加者人数:29人(H29)

ロゴマーク商品造成
:33件(H26)⇒
ガイド研修会の参加者
人数:40人(H30～)

◆ガイド研修会の
参加者人数
（H30：36人）

達成率90％ ②順調

GGN（世界ジオパークネッ
トワーク）の審査対応など、
ガイド・行政関係者が忙しい
年ではあったが、情報交換や
スキルアップのため集まって
いただくことができた。来年
度は審査がない予定なので、
引き続き本取組を進めてい
く。

観光・ジオパーク
推進課 A

◆ＧＧＮの審査の年だったからこそ
対応が充実していたと思う。引き続
き同じスタンスでの取組が必要だと
思う。

93

ロゴマーク商品造
成:33件
(H26までの実績)
⇒鳥取砂丘ジオパー
クセンター利用者数
86,000人(H28)

ロゴマーク商品造成
:33件(H26)⇒
鳥取砂丘ビジターセン
ター利用者
数:400,000人(H30
～)

鳥取砂丘ビジター
センター利用者
数：９７，３３１
人（Ｈ30.10.26
～Ｈ31.3.31実
績）

達成率24％ ④遅延

オープンしてから５カ月しか
経っておらず、また主に入館
者が少ない冬の時期のため達
成率に影響が出た。来年度は
万全の体制で臨み、鳥取砂丘
ビジターセンターを拠点とし
たジオツーリズムの推進及び
各ジオサイトの魅力発信に努
め、利用者数の増加を図る。

観光・ジオパーク
推進課 B

◆滞在型観光の推進。疲弊する温泉
地の活性化を。岩井・吉岡・浜村・
鹿野等。
◆冬の時期の対応は必要だと思う。
◆ビジターセンター利用者の評価は
１年目であり、５カ月の実績で評価
するには無理がある。１年分に平準
化し、１年目として評価すると②の
順調となった。

94

外国人観光客の受入体
制の整備、広報・誘客
活動による国際観光の
推進

国際観光客サポート
センター利用者
数:5,200人
(H26実績)

国際観光客サポートセ
ンター利用者数
:8,500人⇒11,000人
（Ｈ30～）⇒15,000
人（R１～）

国際観光客サポー
トセンター利用者
数：14,511人

達成率
約131％

①達成

麒麟のまち圏域（1市6町）
の自治体等との連携を図り、
麒麟のまち圏域の観光案内等
も積極的に行っていく。

観光・ジオパーク
推進課 A

◆麒麟というものがどれだけ国内外
の観光客に興味を持ってもらえる
か？

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

滞在型観
光の推進

山陰海岸ジオパークを
生かした
・ジオツーリズムの推
進及び各ジオサイトの
魅力発信、保護・保全
活動の推進
・ジオガイドのスキル
向上並びに人材発掘及
び育成活動
・鳥取砂丘ビジターセ
ンターを拠点としたジ
オツーリズムの推進及
び各ジオサイトの魅力
発信
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管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

95

教育旅行、各ツーリズ
ムに対応した情報発
信、環境整備と新たな
観光商品開発、販路開
拓支援

鳥取砂丘・いなば温
泉郷周辺の観光入込
客数:289万人(H26
実績)

鳥取砂丘・いなば温泉
郷周辺の観光入込客
数:320万人

７月ごろ県より発
表予定

鳥取県、鳥取県観光連盟等と
連携して、より宣伝効果の高
いイベントへの出展を実施。
情報発信拠点「麒麟のまち」
を活用した観光ＰＲの実施。

観光・ジオパーク
推進課

96
官民で組織する鳥取版
DMOの育成強化による
観光振興

麒麟のまち圏域の観
光入込客数:630万人

(H27)

鳥取版DMO推進組織の
設置⇒
麒麟のまち圏域の観光
入込客数:720万人

麒麟のまち観光圏
域の観光入込客
数：
※7月ごろ集計予
定

引き続き、麒麟のまち観光局
と連携しながら、麒麟のまち
圏域における広域観光の推進
を図っていく。

観光・ジオパーク
推進課

97

文化施設等と連携した
文化芸術環境の創出及
びことるり舎、鳥の劇
場など民間団体の活動
支援

文化芸術事業(市補助
分)の観賞者数
:54,445人
(H25実績)

文化芸術事業(市補助分)
の観賞者数
:72,000人

文化芸術事業の鑑
賞者数：64,803
人

達成率
約90％

②順調

市民が身近に文化芸術に親し
み、参加・創造できる環境づ
くりを進め、市民意識の高揚
を図るなど、引き続き積極的
な支援を行い、文化芸術の薫
り高いまちづくりを進めてい
きたい。

文化交流課 B

◆若者の参加が少ない。
◆作品展示できるような施設、小規
模の舞台施設（観客200～300人程
度）があってもよい。
◆鑑賞者数が伸びており、評価でき
る。

98
手仕事の作家の移住促
進による工芸村の開設

－
地域、県、商工会議所
などと連携し、工芸村
の開設をめざします。

平成30年度に陶芸
家の新規移住はな
かった。

－ ②順調
2人の移住者発掘に向け、市
としても側面支援を行ってい
く。

地域振興課 B -

シティ
セールス
の推進

99

ブランドスローガン
「ＳＱのあるまち」に
基づく、既存魅力資源
の磨き上げ。「すご
い！鳥取市」などの各
種プロモーションの実
施

●移住定住者数:200
世帯351人(H26)

●鳥取砂丘・いなば
温泉郷周辺の観光入
込客数289万人

(H26)

●移住定住者数：
1,100世帯 2,000人
以上

●鳥取砂丘・いなば温
泉郷周辺の観光入込客
数320万人

平成30年度移住世
帯数：341
移住者数：464

※観光入込客数は
７月ごろ県より発
表予定

引き続き、ブランドスローガ
ン「ＳＱのあるまち」のも
と、短期的戦略としてＰＲ
キャンペーンを実施し、中・
長期的戦略として魅力の磨き
上げ及び魅力発信につながる
事業を推進し、鳥取市ブラン
ドの確立を目指す。

政策企画課

秘書課広報室

100
首都圏でのシティセー
ルスの推進

-
首都圏シティセールス
拠点の設置を検討しま
す。（Ｈ30～）

首都圏シティセー
ルス拠点の設置に
ついて検討を行っ
た。

達成率100％ ①達成
引き続き、東京でのオフィス
設置による効果、必要性を考
慮しながら、検討を行う。

政策企画課 A

◆鳥取の情報発信をぜひ。
◆東京にアンテナショップがあると
思うが、違いは何か？
◆「検討します」という評価指標は
いかがなものか。どのレベルまで検
討されたのかも不明なので評価でき
ない。

文化芸術
を生かし
た個性あ
るまちづ
くりの推
進

滞在型観
光の推進

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

現時点で判明していないため、評価対象外

現時点で判明していないため、評価対象外

現時点で判明していないため、評価対象外
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（３）住み良い環境づくり

中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

101
住民主体の通いの場の
充実

-

大都市圏等の高齢者の
受入数:80人
⇒本市の住民主体の通
いの場の一月当たり平
均開催回数を前年度以
上にします。

住民主体の通いの
場の１ヶ所・一月
当たり平均開催回
数
H29　1.44回
H30　1.72回

対前年度0.28
ポイント増

①達成

サロン設置数、開催回数とも
前年度実績を上回った。引き
続き、ふれあい・いきいきサ
ロンの充実に向けて取り組み
を進めるとともに、活動場所
及び実施内容等によりサロン
の整理を行っていく。

長寿社会課 A ◆場所や回数は定着してきた。参加
する人の広がりが課題。

102

地域包括ケアシステム
構築に向けた、生涯に
わたり住み慣れた地域
で生活が送れるため
の、医療・介護・生活
支援サービスが提供で
きる体制づくりの推進

－
地域包括ケアシステム
の構築による切れ目な
い支援を推進します。

②順調

引き続き、医療・介護連携、
認知症施策、生活支援・介護
予防サービス提供体制等の検
討・整備を進める。

長寿社会課 B
◆体制づくりは進んでいるが、利活
用の部分で工夫する必要があると思
う。

103

駅南庁舎を、保健所の
ほか、保健センターや
子育て支援などの窓口
を集約した「健康づく
りと子育て支援の総合
拠点」として整備（再
掲）

－ 駅南庁舎整備 ②順調 引き続き設置準備を進める。
保健医療福祉連携
課 A ◆健康関係の施設が駅南に集中する

ので良いと思う。

2018年（平成30年）9月に設計
業務委託契約を締結。相談室等諸
室の配置、数量等について関係所
属の意見を聴取し実施設計中。

担当課
（外部評価）総合企画委員

・東部地区在宅医療介護連携推進
協議会及び同ワーキンググループ
並びに他団体との協働検討会を開
催した。
・退院や在宅療養、看取り時の各
段階ごとの多職種研修会、寸劇Ｄ
ＶＤやＡＣＰパンフレット、終活
支援ノートを活用した小地域での
住民啓発学習会の開催した。
・医療介護関係者からの相談窓口
の運営や資源マップシステムの情
報更新等を行った。
・入退院時のケアマネジャーとの
連携について、平成３１年度中に
手順書を完成するよう検討を開始
した。
・認知症地域支援推進員及び認知
症初期集中支援チームが活動を展
開した。
・第２層協議体が１１ヶ所設置さ
れ、活動を開始した。
・地域包括支援センターの再編・
拡充について検討し、平成３１年
度に調査研究事業を行うこととし
た。
・介護予防・日常生活支援総合事
業の新サービスを検討し、平成３
１年度中に開始することとした。

具体的な施策
現状

KPI（重要業績評価指
標）

（内部評価）

健康寿命
の延伸に
つながる
住み良い
暮らしの
実現

26 / 31 ページ



中分類
管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

104
買い物支援の取組を開
始する者の起業・運営
等の支援

無店舗地区数：5地区
（H26までの実績）

無店舗地区数：0地区
無店舗地区数：０
地区

達成率
１０0%

①達成

平成３０年度は、新たに２地
区で移動販売が開始となり、
無店舗地区がなくなった。し
かしながら、安定的な事業経
営につながるよう、移動販売
運営と見守りサービスを組み
合わせた買い物福祉サービス
支援事業を実施してもらうな
ど、継続して支援していくこ
とが必要である。

地域振興課 A

◆中山間地域に限らず、市内でも無
店舗地区（食料）が増えていると思
う。
◆移動販売だけではなく、インター
ネットを利用した買い物サービスを
住民が利用できるよう支援する必要
がある。生協や老人が以前利用して
いた地元スーパーなどとの連携も活
用できるかと思う。
◆引き続き支援をお願いしたい。
もっと周知の働きかけがあるとさら
に良い。

105
空き店舗・校舎・倉庫
等を活用した地域振興
への取組の支援

取組件数：2件
（H26実績）

取組件数：5件⇒7件
（Ｈ30～）
（5か年累計）

取組件数：0件

累計：5件
達成率71.4％

③やや
遅延

今後も、引き続き、各地域・
集落などへ、補助事業の活用
方法などの周知を進めてい
く。

地域振興課 C ◆中山間集落の実情把握を。
◆取組が0件なのはなぜか？

106

とっとりふるさと元気
塾による地域課題の解
決や商品開発及びリー
ダーの養成等

リーダー認定者数：
141人（H26実績）

リーダー認定者数：
250人以上⇒260人以
上（R1～）

リーダー認定者
数：2５１人

達成率
100.4％

①達成

今後も、活動の周知をはかり
ながら、引き続き中山間地域
のリーダー・実践者の養成に
注力していく。また、養成さ
れたリーダーが地域で活躍で
きるよう支援していく。

地域振興課 A

◆リーダー認定された人たちが地域
で活動できていない。
◆高齢化による集落のリーダー的人
材の不足。若年層の意識の欠如。
◆塾によってどのような成果が得ら
れたかが知りたい。
◆具体的にどのようなノウハウを教
えたのかを知りたい。

107

豊かな自然や農山漁村
の魅力を生かしたグ
リーンツーリズム、エ
コツーリズムの推進

とっとり因幡グリー
ンツーリズム推進協
議会会員数:26団体
(H26までの実績)

とっとり因幡グリーン
ツーリズム推進協議会
会員数:30団体

とっとり因幡グ
リーンツーリズム
推進協議会会員
数：22団体

達成率
約７3％

③やや
遅延

体験型観光が全国的に注目さ
れるなか、農山村と都市部と
の交流機会をさらに拡大し、
相互理解および一体的発展に
寄与する事業として引き続き
関係団体への支援を強化す
る。また、会員数増加に注力
する。

地域振興課 C

◆具体的にどのような活動をしてい
るのかが分からない。
◆どのような人達にどのようなア
ピールをしたかが知りたい
◆グリーンツーリズムの具体的な目
的が知りたい（移住者を増やす、観
光客を増やす、子供たちへの教育
等、これらによって鳥取市に何をも
たらすのかが知りたい）。
◆教育の所にも書いたが、学童と森
のようちえんとのタイアップ。

108
小さな拠点の形成と地
域運営組織の体制強化

小さな拠点づくり支
援事業活用:1件
(H29)

小さな拠点づくり支援
事業活用:3件
（Ｈ30～）

小さな拠点づくり
支援事業活用:1件

達成率
約３3％

④遅延

今後も地域と連携しながら、
小さな拠点事業の導入が効果
的と判断されるところから順
次進めていく。

地域振興課 C
◆小さな拠点づくりの広報不足。
◆良い試みだと思うので、県外の中
山間の実例を参考に、頑張って進め
てほしい。

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）具体的な施策

魅力ある
中山間地
域の振興

担当課
（外部評価）総合企画委員
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管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

109

自治会による地域力向
上に向けた活動の支援
とコミュニティの充実
強化

支援事業数:466件
(Ｈ26実績)

支援事業数:520件
支援事業数：50４
件

達成率約97% ②順調

高い達成率を維持しており、
この取り組みが町内会組織の
結束力の維持と活動の強化に
つながるよう、継続して取り
組む。

協働推進課 A -

110
地域生活拠点再生整
備計画策定数:2
(H26までの実績)

地域生活拠点形成数:8
⇒地域生活拠点再生整
備計画策定数:4
（5か年累計）

地域生活拠点再生
整備計画策定数：
3

用瀬地区
(H22～H26)
青谷地区
(H26～H30)
気高地区
(H28～H32)

達成率７５％
③やや
遅延

◆多極ネットワーク型コンパ
クトシティの実現のために
も、地域生活拠点の再生は重
要である。
◆当該地域の都市再生事業を
推進するとともに、他地域で
の事業展開を図る。

都市企画課 B -

111 －
立地適正化計画に基づ
く都市機能・居住誘導
施策の制度化：１件

立地適正化計画に
基づく都市機能・
居住誘導施策の制
度化：0件

達成率0% ④遅延
立地適正化計画策定期間の延
長により未制度化。引き続き
計画の早期策定をめざす。

都市企画課 C -

112

・自主防災会の活動支
援及び防災体制の整備
・消防団活動の充実強
化

自主防災会組織
率:95％(H26実績)

自主防災会組織
率:100％

自主防災会数
80５団体

達成率
約96％

②順調

防災指導員・防災リーダーの
育成に努め、あわせて防災指
導員未配置地域への働きかけ
を行う。また、任命・登録し
た防災指導員・防災リーダー
の活動を活性化させる取り組
みを行うとともに、消防団と
の連携強化に努める。

危機管理課 A

◆自主防災組織の充実とその指導体
制の必要性。
◆このような地道な取組は官が積極
的に行うべき活動だと思う。引き続
きこの活動を維持してほしい。

113
消防団員数充足
率:97％(H26実績)

消防団員数充足
率:100％

消防団員数
1,285人

達成率
約9５％

②順調

消防団員の知識・技術の向上
に努め、あわせて定員を満た
すまで新入団員の勧誘に努め
る。また、任命・登録した応
急手当普及員・指導員・防災
リーダーの活動を活性化させ
る取り組みを行うとともに、
自主防災会等との連携強化を
図る。

危機管理課 A

◆団員数減少の理由と団員の更新の
現状が不明。
◆高齢化社会に向けて消防団員の定
数は、確保できているか。幽霊団員
の状況は？

114
公園や園庭、校庭等の
芝生化や緑化の推進

芝生化数:102か所
(H26までの実績)

芝生化数:150か所
（5か年累計）

芝生化数：139箇
所

達成率
約93％

②順調
引き続き、公園、園庭等の芝
生化に努める。

都市環境課 B

◆維持・管理の方策が不明。
◆芝生化（緑化）もよいが増すほど
管理が難しくなる。
◆芝刈り機の寄付を募ってはどうだ
ろうか？

多極型・
コンパク
トな都市
環境を生
かした安
全なまち
づくりの
推進

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

・地域生活拠点におけ
る地域の利便性向上に
向けた施策の推進
・市街地の都市機能・
居住誘導施策の構築
・拠点間をつなぐ幹線
道路ネットワークの整
備推進
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管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

115

・にぎわいの創出等を
目的とした民間イベン
ト等の開催支援
・鳥取駅周辺の回遊性
の向上とにぎわい空間
の創出

中心市街地における
歩行者・自転車通行
量
・平日：17,338人
（H26実績）
・休日：17,407人
（H26実績）

中心市街地における
歩行者・自転車通行量
・平日：18,200人
・休日：18,200人

中心市街地におけ
る歩行者・自転車
通行量
・平日：
14,138人
・休日：
14,912人

・平日：
達成率約78%
・休日：
達成率約82%

④遅延

◆毎年1％の上積みを目標と
しているが遅延している。調
査地点であるパレットとっと
りにおけるスーパーの撤退、
日赤病院の工事の影響などに
より前年より減少しているも
のと考えられる。
◆補助制度の見直し、空き店
舗等遊休不動産や風紋広場等
公共空間の利活用の促進によ
り、賑わいの創出につなげ
る。また、鳥取駅周辺の賑わ
い創出、都市機能の充実に向
けた検討を進めていく。

中心市街地整備課 C

◆中心市街地を活性化するのは、①
周辺地域の活性化なくしては考えら
れないのでは？②魅力ある商業施
設・娯楽施設・文化施設・イベント
等が必要では？
◆地元の人が駅周辺に来ない理由の
ひとつが駐車スペースだと感じる。
再生整備事業の一つとして取り上げ
てほしい。

116

住まいの総合相談窓口
の設置や各種支援制度
による街なか居住の推
進

中心市街地の居住人
口
（転入者数-転出者
数）：41人
（H22～26平均）

中心市街地の居住人口
（転入者数-転出者
数）：5年間平均をプラ
スにします。

中心市街地の居住
人口(転入者数-転
出者数)：
193人

KPIとの差66
人（4年平
均）

①達成

◆民間集合住宅整備、UJI
ターンによる居住者の増加が
見られた。
◆中心市街地活性化基本計画
（第３期計画）の目標として
いる「若年層のまちなか居住
の推進」のため各種施策を展
開していく。

中心市街地整備課 A -

117

リノベーション手法を
用いた遊休不動産の再
生・活用によるまちの
魅力向上

遊休不動産の利活用
件数:0件
(H26実績)

遊休不動産の利活用件
数:15件以上
(5か年累計)

遊休不動産の利活
用件数：延べ8件

達成率
約53％

④遅延

一定のエリアを設定して集中
的に事業化を進めるための調
査研究やリノベーションまち
づくり会議の開催、投融資制
度の創設など民間が活動しや
すい仕組みづくりに取り組ん
だ。平成30年度の活用件数
は1件に留まったが、複数遊
休不動産について事業化が検
討されている。また、風紋広
場など公共空間の活用検討に
も取り組んだ。今後、遊休不
動産所有者と活用希望者の
マッチングを強化する仕組み
づくりにも取り組んでいく。

中心市街地整備課 C -

現状
KPI（重要業績評価指

標）

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

中心市街
地の活性
化
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管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

118

バス路線の再編及び鉄
道・タクシー・自転車
など他の交通手段との
連携の構築

路線バス利用者
数:)320万人
(H27実績)

路線バス利用者数の減
少抑制:年5％以内(直近
５年平均:5％)

路線バス利用者
数：
3,118,449人

対前年比△
5％以内の目
標に対し△
0.9％

①達成

バス路線の維持に向けては、
運転手の確保と利用促進が課
題であり、引き続き、市民・
交通事業者と協働・連携によ
り取り組んでいく。また、並
行して、地域主体での運行を
推進するための制度設計を
行っていく。

交通政策課 A

◆評価区分は達成となっているが、
地域によって実情と課題に大きな違
いがあると思う。
◆バス利用者の把握が必要。補助金
ありきではなく、合理化も。
◆タクシーも高齢者にとっては面倒
で、利用方法を考える時に来てい
る。

119

鳥取砂丘コナン空港の
利用促進に向けた官民
連携組織によるプロ
モーション活動等の実
施

年間有償搭乗者数
:28万人
(H22～24平均)

年間有償搭乗者数
:39万人

年間有償搭乗者
数：38.8万人

達成率99.5% ②順調

就航以来初めて搭乗者数が
40万人を突破(平成29年度
の388,423人の記録を更新)
し、コンテスト枠継続の目標
値である有償搭乗者数38万
人を達成したが、コンテスト
枠の改廃が不確定な状況にあ
るため、５便化維持に向けた
国への要望活動や更なる利用
促進のための取り組みを市
民、企業、行政など地域が一
体となり取り組んでいく必要
がある。

交通政策課 B

◆利用促進も必要であるが、料金値
下げの努力も必要。
◆達成率99.5％は、評価できる。観
光・イベント等県外からの利用者増
を期待している。
◆ビジネスや観光といった事業の効
果も必要な案件なので、難しい問題
だとは思う。立地は悪くない空港な
のでその点をもう少しアピールして
いってはどうか？また、レンタカー
会社との連携ももう少し図ってみて
はどうだろうか？
◆航空会社に早割やビジネスの運賃
の値下げ努力をしてもらうよう働き
かけてほしい。
◆運賃の高さと時間によっても差が
あり、なるべく安くすることでどの
便でも使う人が増えると思う。

120
山陰新幹線の実現に向
けた取組の推進

-
山陰新幹線の実現をめ
ざします。
（Ｈ30～）

- - ②順調

山陰新幹線の実現は、物、人
の交流を生み、雇用の創出、
地方創生の加速に繋がるもの
であり、先ずは整備計画路線
への格上げに向け、官民一体
となった取組を強化してい
く。

交通政策課 B -

現状
KPI（重要業績評価指

標）

利便性の
高い公共
交通の確
保

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員
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管理
番号

小分類 実績 達成率等
評価
区分

担当課意見
総合
評価

特記事項

121

因幡・但馬麒麟のまち
連携中枢都市圏域で交
通、観光、医療等の連
携を推進

圏域人口：247,429
人(H27)

中核市移行後、平成30
年に連携中枢都市圏の
形成をめざします。⇒
圏域人口:243,777人
(減少抑制1.47%以
内)(H30～)

圏域人
口:243,777人(減
少抑制1.47%以
内)(H30～)

240,235人
（2.91％減
少）

③やや
遅延

　目標に掲げていた連携中枢
都市圏を形成し、各町と連携
しながら「因幡・但馬麒麟の
まち連携中枢都市圏ビジョ
ン」に掲載された90事業の
推進を図っている。今後、新
たに取り組む事業についても
研究・検討を進め、圏域の持
続的発展を図っていくことと
する。

政策企画課 B -

122
麒麟のまち圏域の観
光入込客数:630万人
(H27)

麒麟のまち圏域の観光
入込客数:720万人
(H30～)

７月ごろ県より発
表予定

引き続き、麒麟まち圏域及び
ＨＯＴ連携での取組を推進す
るとともに、平成30年度に
日本遺産追加認定となった北
前船寄港地間の連携も図って
いく。

観光・ジオパーク
推進課

123
移住定住者数:501人
(H26実績)

移住定住者数:2,800人
（5か年累計）

累計移住定住者
数：2,445人（平
成30年度：684
人）

達成率
約87％

②順調

連携中枢都市圏に兵庫県香美
町に参画いただいた「麒麟の
まち圏域」の取り組みをさら
に推進し、特に関西圏からの
移住者獲得に向け、「麒麟の
まち関西情報発信拠点」を最
大限に活用しながら移住定住
施策を一体となって取り組
む。

地域振興課 B -

124

麒麟のまち圏域による
麒麟獅子舞を生かした
日本遺産認定を目指す
取組の推進

-
麒麟獅子舞を生かした
日本遺産認定を目指し
ます。（Ｈ30～）

平成30年度
不採択

- -

圏域に受け継がれる麒麟獅子
舞を生かした日本遺産の認定
は機運の醸成、圏域の活性化
につながるものであり、引き
続き圏域で連携を図りなが
ら、認定を目指した取組を進
めたい。
⇒令和元年5月20日、令和
元年度の認定結果が発表さ
れ、認定となった。

文化交流課 A -

県東部圏域をはじめと
する近隣自治体等との
連携による広域観光及
び移住定住の推進

広域連携
及び自治
体間連携
の推進

（内部評価）
担当課

（外部評価）総合企画委員

現時点で判明していないため、評価対象外

現状
KPI（重要業績評価指

標）
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